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1．はじめに  

コンクリートは様々な要因がひび割れの進展に影響す

ることから，そのひび割れ性状は極めて複雑なものとな

る．近年，このようなひび割れ進展挙動を適切に評価す

るために，メソスケールの領域の力学特性に着目した検

討 1), 2) , 3)が行われている． 
本論文では，最大骨材寸法（以下，Dmax と表す）お

よび W/C の異なるモルタルの薄片供試体による曲げ試

験および化学分析を行った．曲げ試験から得られる荷重

変位曲線から逆解析により引張特性（弾性係数，引張強

度，破壊エネルギー，引張軟化曲線）を同定するととも

に，化学的性質として薄片供試体中の水和物量の定量分

析と空隙率の測定を行った．また，供試体高さの違いが

及ぼす影響を検証するために，供試体高さが同一で

Dmax が異なる薄片供試体についても検討を行った．最

終的に，最大骨材寸法，W/C，水和物量と引張特性の関

連性を評価した． 
 

2．実験内容  
 
2.1 配合条件  

セメントは普通ポルトランドセメントを使用し，モル

タルミキサーにより 4×4×16 cm の角柱供試体を作製し

た．配合条件および実験変数を表－1 に示す．本実験の

実験変数は，水セメント比および最大骨材寸法である．

水セメント比は 40 %，50 %，60 %とし，最大骨材寸法

は 5 mm，3.35 mm，1.7 mm となるように篩を用いて調

整した．なお，いずれの条件においても，砂とセメント

の質量比は 1:3 である．打設 2 日後に脱型し，水中にて

28 日間養生を行った． 
 

2.2 薄片供試体の作製方法  
養生終了後の角柱供試体を用いて，コンクリートカッ

ターにより薄片供試体の成形を行った．なお，この際， 
薄片供試体はブリーディングおよび骨材の偏りなどの要

因を排除するため，打設面を切り落とした． 
  

表－1 示方配合 
W/C (%) W (kg/m3 ) C (kg/m3 ) S (kg/m3 ) 

40 217 543 1630 
50 258 515 1546 
60 294 490 1471 

表－２ 供試体一覧 
供試体名 Dmax (mm) W/C (%) 
D1.7-W40 1.7 40 
D1.7-W50 1.7 50 
D1.7-W60 1.7 60 

D3.35-W40 3.35 40 
D3.35-W50 3.35 50 
D3.35-W60 3.35 60 
D5.0-W40 5.0 40 
D5.0-W50 5.0 50 
D5.0-W60 5.0 60 

VD1.7-W50-7 1.7 50 
VD1.7-W50-10 1.7 50 

VD3.35-W50-10 3.35 50 
 

 

写真－1 曲げ試験状況 
 

 

(a) Dmax = 1.7 mm 
 

 
(b)  Dmax = 3.35 mm 

 

 
(c)  Dmax = 5.0 mm 

 
図－1 薄片供試体 

平成24年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第69号Ｅ－１７



  
Dmax ごとの薄片供試体の寸法は，次の通りである．

Dmax =1.7 mm の薄片供試体は，7×30×70 mm，Dmax =  
3.35 mm の場合は，10×30×80 mm，Dmax = 5 mm の場

合は 12×30×110 mm である．これらの薄片供試体の寸

法は，供試体の高さを Dmax の 2 倍以上となるように設

定するとともに，供試体の支点間距離と高さの比を 5
に統一にした．また，安定的な破壊を起こすために全て

の供試体には載荷点直下に幅 1 mm，深さ 2 mm の切欠

きを設けた．なお，同一条件における供試体数は 5 体と

した． 
また，本実験では Dmax の違いにより供試体高さが異

なる．そのため，供試体高さが同じであり Dmax のみが

異なる供試体を用いて，その影響の検証を行った．なお

Dmax = 1.7mm では h = 7 mm と h = 10 mm，Dmax = 3.35 
mm では h = 10 mm の供試体について検討を行った．こ

の時の配合は表－１での W/C＝50% と同様である．ま

た養生日数は 28 日とした． 
 
2.4 実験方法  
(1) 曲げ試験 

曲げ試験は，写真－1 に示すような 3 点曲げ試験であ

る．載荷方法は変位制御とし載荷速度は 1µm/sec とした．

この際，LVDT 変位センサーを支点と載荷点直下に設置

し測定を行った． 
(2) 化学分析 

化学分析 5)に用いる試料は，曲げ試験後の薄片供試体 
を鉄乳鉢で粗粉砕し，ボールミルで 100 µm 以下となる

まで粉末化したものである． 
着目した水和物は CH と C-S-H である．CH は TG-

DTA による熱分析によって測定し，C-S-H は重液分離

法とサリチル酸メタノール法を駆使してサンプル中の

C-S-H 量を測定した．なお，本論文では，CH は試料全

体に対する質量比，C-S-H は骨材を取り除いたセメント

ペースト中の質量比として表される． 
空隙率は曲げ試験後の供試体から 5mm 角のサンプル

切り出し測定を行った．本実験では以下の式を用いて空

隙率として表す． 

空隙率 

          
式(1)

 

ここで，Ww：湿潤重量，Wd：乾燥重量，Vw：体積 
    ρw：水の密度 
 

2.5 引張軟化曲線の推定  
引張軟化曲線の推定には JCI-S-001-20036)を用いた．

このプログラムは，仮想ひび割れモデルに基づいており，

破壊領域を仮想ひび割れと線形弾性体でモデル化し，曲

げ試験から求められた荷重変位曲線をもとに逆解析する

ことで引張軟化曲線を算出した． 
 
3．実験結果と考察  
(1) セメント水和物量  
 W/C ごとの Dmax と水和物の関係を図－2，3 に示す．

CH 量においては，Dmax および W/C の違いによる影響

は小さい．また，C-S-H 量についても Dmax=5.0 mm のと

きにばらつきが多いものの，全体的に Dmax の変化に伴

って変動するような明瞭な傾向は見られない．これは

Dmax の変化によって供試体中の水和反応に影響を与え

ないためであると考えられる． 
 
(２) 空隙率  

図－4 に W/C ごとの Dmax と空隙率の関係を示す．

W/C が 50%と 60%では Dmax の増加に伴い空隙率の低下

が見られる．しかし 40%では 3.55mm の時に大きく空隙

率の低下が見られる．この挙動は図－7 (a) ，図－8 に

おける 40%，3.55mm でも確認できる． 
 
(2) 応力変位曲線  

図－8 に W/C ごとの Dmaxと曲げ強度の関係を，図－5
に W/C ごとの Dmax における応力変位曲線をそれぞれ示

す．なお，本実験では，薄片供試体ごとの断面積の差異

の影響を無視できないため，以下の式を用いて応力変位

曲線として表す． 
 

式(2) 

 
ここで，P：荷重，L：スパン長，b：幅，h：厚さ 
 図－8 より W/C が 40%の際には骨材寸法が増加する

につれ直線的に曲げ強度は低下する．一方 W/C が 50%
では 5 mm の時に曲げ強度が極端に小さく，60%では

Dmax による差異は見られない．この傾向は，応力変位

曲線を比較した図－5 において鮮明に観察できる．さら

に，図—5 より， W/C によらず Dmax の増加に伴い剛性

の低下がみられるとともに，ポストピーク後の挙動につ

いても緩やかになる傾向がみられる． 

23
4
bh
PL

=σ

   
図－2 各 W/C における CH 量  図－3 各 W/C における C-S-H 量   図－4 各 W/C における空隙率 
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図－5  W/C ごとの Dmax と応力変位曲線の関係（左：W/C=40，中央：W/C=50，右：W/C=60） 

 

   
図－6 W/C ごとの Dmax と引張軟化曲線の関係（左：W/C=40，中央：W/C=50，右：W/C=60） 

 

   
(a) 弾性係数   (b) 引張強度  (c) 破壊エネルギー 

 
図－7 W/C ごとの Dmax と力学特性値の関係 

  
図－8 W/C ごとの Dmax と曲げ強度の関係         (a) h=7mm                (b) h=10mm      

図－9  供試体高さｈが同じ場合の引張軟化曲線の比較      x 
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(3) 引張軟化曲線  

荷重変位曲線から逆解析により求めた引張軟化曲線を

図－6 に示す．W/C が 40%，50%において，Dmax が引張

軟化曲線の形状におよぼす影響はみられないものの，最

大ひび割れ幅については骨材の増加とともに増加する傾

向にある．なお，W/C が 60%の場合において，Dmax が 
5 mm の曲線では若干の形状変化がみられた． すなわ

ち W/C が 60%ではより大きな引張応力を負担する結果

となったが，それ以外の曲線を比較すると，図－5 で明

瞭に見られた Dmax の影響は，引張軟化曲線には現れな

い． 
  

(4) 力学的特性  
図－7 に W/C ごとの Dmax と力学特性値の関係を示す． 

図 7－ (a) で示す弾性係数についてはばらつきが大きい

ものの，Dmax の増加に伴いわずかながらに減少傾向が

みえる．図 7－(b) で示す引張強度については，Dmax が

大きくなるほど強度が低下する傾向がある．図 7－(c) 
に示す破壊エネルギーでは Dmax が大きいほど増加傾向

がみられる．これは，骨材の架橋効果によるものである

と推測できる． 
 
(6) 供試体寸法の高さの違いによる影響  
 図－9 に供試体高さ h が同じ場合の引張軟化曲線の比

較を示す．これより引張軟化曲線に関しては Dmax の増

加に伴い緩やかな挙動を示す傾向があるものの，Dmax

の違いが引張軟化曲線に及ぼす影響は小さいといえる． 
 また，図－10 に W/C が 50%の時の異なる Dmax で供

試体高さが同じ場合の弾性係数の比較を示す．これより

弾性係数は Dmax の増加に伴い減少傾向が見られ，高さ

が増すと弾性係数も低下する傾向が確認できる． 
 曲げ強度は図－11 から確認できるように，Dmax の増

加に伴い増加傾向が見られ，供試体高さが大きいほど強 

 
度が下がる傾向が見られる．破壊エネルギーについては

Dmax の増加に伴い増加傾向が見られ，供試体高さが小

さいほど Dmax の違いが及ぼす影響は大きい傾向が見ら

れる．  
 
4．まとめ  
 本実験では以下の知見が得られた. 
1. W/C と Dmax の違いが供試体中のセメント水和物量

におよぼす影響はわずかである． 
2. Dmax の増加にともない，破壊エネルギーの増加が

みられた． 
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 (a) h = 7 mm       (b) h = 10 mm      (a) h = 7 mm       (b) h = 10 mm 
図－10 供試体高さごとの Dmax と弾性係数の関係    図－10 供試体高さごとの Dmax と曲げ強度の関係 

 
(a) h = 7 mm       (b) h = 10 mm      (a) h = 7 mm       (b) h = 10 mm 
図－11 供試体高さごとの Dmax と引張強度の関係  図－12 供試体高さごとの Dmax と破壊エネルギーの関係 

平成24年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第69号


